
生活保護の受給者に対するサービス提供について

指定介護機関の指定申請書の提出は不要です

東京都福祉局 生活福祉部 保護課 介護担当
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平成２６年７月１日以降に新たに介護保険法の指定・許可を受けたサービスは、指定申請書を提

出しなくても、同時に生活保護法の指定介護機関の指定を受けたものとみなされます。 
 
○ 生活保護法の指定介護機関の指定を受けると、生活保護の受給者にサービス提供ができます。

この場合、介護保険の被保険者が負担するサービス利用料の１割分は、生活保護の公費の対象

となり、国民健康保険団体連合会に介護保険の９割分とあわせて請求できます。

○ 指定介護機関の指定は、利用者に生活保護受給者がいなくても受けておくことができます。 

○ 指定介護機関の事業所番号は、介護保険事業所番号と同一番号です。

○ 指定介護機関の指定を受けない場合は、裏面をご覧ください。 
（介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設は、生活保護法に基づき必ず指定を受けることに

なっています。） 
 

生活保護の公費の請求方法等の詳細は、「指定介護機関のしおり」をお読みください。しおりは

東京都福祉局ホームページからダウンロードできます。検索方法は裏面をご覧ください。

以下にしおりの要点と該当ページを記載しております。

◎介護券に基づく介護報酬の請求

生活保護の公費を請求するには、福祉事務所から「介護券」の交付を受ける必要があります※。

介護給付費明細書に記載する受給者番号等は、介護券に記載されています。 

○ 居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者のサービス利用票等の提出

福祉事務所では、サービス提供事業者への介護券の交付は、居宅介護支援事業者又は介護予

防支援事業者から提出を受けたサービス利用票とサービス利用票別表をもとに行います。

サービス利用票等の提出は、各福祉事務所が指定する方法によりお願いします。

⇒ 「第４ ２ ⑤サービス利用票等の福祉事務所への提出」

※ 生活保護受給者が介護保険の被保険者である場合の居宅介護支援費又は介護予防支援費（ケ

アプラン作成費）は、全額が介護保険給付となるため、介護券は交付しません。

○ 居宅療養管理指導の介護券

居宅療養管理指導は、給付管理の対象外となっており、サービス利用票に掲載されずに、福

祉事務所の把握が遅れることがあります。介護券の送付が遅れている場合は、被保護者の保護

を担当する福祉事務所等にお問い合わせください。

⇒ ～ 「第６ ２ 介護券に基づく請求」

○ 介護券に本人支払額の記載がある場合の請求

交付された介護券に本人支払額の記載がある場合、その額は生活保護受給者に請求します。

⇒ ～ 「第６ ３ 本人支払額の請求」
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◎施設入所、短期入所サービス利用に伴う食費、居住費又は滞在費

⇒ ～ 「第６ ４ 施設入所、短期入所サービス利用に伴う食費、居住費又は滞在費」

○ 生活保護受給者の食費、居住費又は滞在費は、基準費用額及び自己負担限度額を超える費用

を請求することができません。

○ 生活保護受給者が介護保険の被保険者の場合は、｢介護保険負担限度額認定証｣の提示を受け、

第１段階の特定入所者介護サービス費を国民健康保険団体連合会に請求します。｢介護保険負

担限度額認定証｣は、保護が開始された日の属する月の初日にさかのぼって効力を有します。

○ 短期入所生活介護、短期入所療養介護の食費等の利用者負担については以下のとおりです。

・介護保険の被保険者、被保険者でない者とも、特定入所者介護サービス費が支給される場合

の利用者負担額を、生活保護受給者本人に請求します。

・被保険者でない者（介護扶助１０割）の特定入所者介護サービス費相当分は、指定介護機関

から直接、福祉事務所に請求します。

東京都 指定介護機関のしおりで検索します。 
または、東京都福祉局のトップページから以下の手順でご覧ください。

東京都福祉局ホームページ「分野から探す」＞ 生活の福祉 ＞ 
生活保護 ＞ 指定介護機関（生活保護法・中国残留邦人等支援法）３指定介護機関のしおり

生活保護法の指定介護機関の指定を受けない場合は、生活保護法に基づき、東京都に「指定を不

要とする旨申出書」を提出します。 

○! 「指定を不要とする旨申出書」を提出すると、利用者が生活保護を開始した場合、あらかじめ

指定申請手続きをしないと、生活保護の公費は請求ができなくなります。 
 

○ 「指定を不要とする旨申出書」の様式と提出先 
東京都福祉局ホームページから様式のダウンロードと提出先の確認ができます。 

東京都福祉局ホームページ「分野から探す」＞ 生活の福祉 ＞ 
生活保護 ＞ 指定介護機関（生活保護法・中国残留邦人等支援法）

○ 提出期限

介護保険の指定を受けた月の２０日までに提出していただくと、指定の解除が速やかです。

○ 地域密着型サービスで指定を受けない場合

お手数ですが、東京都に申出書を提出していただくほかに、指定を受けた区市町村の介護保

険所管部署に申出書の写しをご提出いただくか、生活保護の指定を受けない旨ご連絡ください。 

「指定介護機関のしおり」ダウンロードの方法

指定介護機関の指定を受けない場合の手続き

２２福保高施第２０１６号 
２２福保高介第１５４６号
平成２３年３月１１日 

 

 
東京都福祉保健局高齢社会対策部施設支援課長 

加 藤  み ほ 
（ 公 印 省 略 ） 

東京都福祉保健局高齢社会対策部介護保険課長 
平 山  信 夫 
（ 公 印 省 略 ） 

 
 

入所者等から支払を受けることができる利用料等について（通知） 
 
標記については、平成１２年５月３１日付１２高保地第１３０号「指定介護

老人福祉施設及び介護老人保健施設における入所者等から支払いを受けること
ができる利用料等について」（以下「１３０号通知」という。）及び平成１３年
３月１６日付１２高保医第１３７０号「日常生活に要する費用等の徴収につい
て」（以下「１３７０号通知」という。）により都の解釈をお示しし、適切な対
応をお願いしてきたところです。 
しかし、介護保険制度の発足から１０年が経過し、入所者、入院患者及び利

用者のニーズの多様化、介護度の重度化などにより、日常生活費等の範囲につ
いて、解釈に疑義が生じる場面が増えており、適正な費用徴収が行われていな
いケースも見受けられますので、本通知により、改めて解釈をお示しすること
としました。 
また、本通知においては、１３０号通知及び１３７０号通知では対象として

いなかった、（介護予防）通所介護、（介護予防）通所リハビリテーション、（介
護予防）短期入所生活介護及び（介護予防）短期入所療養介護についても解釈
をお示ししています。 
その内容は別紙１及び別紙２のとおりですので、今後、法令等及び本通知に

よりお示しする考え方を御了知の上、利用料等の取扱いについて遺憾のないよ
うお願いします。 
また、運営規程、利用者との契約内容（契約書及び重要事項説明書）及び掲

示等に変更を要する場合は、入所者等及び家族等に対して十分な説明を行い、
適切に対応するようお願いいたします。 
なお、本通知の施行に伴い、１３０号通知及び１３７０号通知は廃止します。 

 
 

 
 
 
 
 

各 
介 護 保 険 施 設 管 理 者  

殿 指定（介護予防）通所サービス事業所管理者 
指定（介護予防）短期入所サービス事業所管理者 

【問い合わせ先】 
別紙１中 介護老人福祉施設・介護老人保健施設 
 ⇒施設支援課施設運営係  (TEL）03－5320－4264 

別紙１中 介護療養型医療施設 
別紙２中 通所サービス・短期入所サービス 
 ⇒介護保険課介護事業者係 (TEL）03－5320－4593 
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